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２ô（8）
同和問題・⼈権問題の解決を中⼼に据えた予算編成の考え⽅を明らかにされたい。

市⺠局�ダイバーシティ推進室�⼈権企画課
 令和７（2025）年度予算編成においては、市⺠の安全・安⼼を⽀える安定した財政基盤の構築に向け、引
き続き収⼊の範囲内で予算を組むことを原則とするなど、将来世代に負担を先送りすることのないよう財政
健全化への取組みを進めるとともに、限られた財源のもとでの⼀層の選択と集中を全市的に進めることとし
ています。
 また、⾃律した⾃治体型の区政運営の推進に向け、基礎⾃治⾏政に関しては、区⻑が区の特性や地域の
実情に即した施策を展開・充実できるよう、その決定権に基づき、局予算も含め予算を編成することとして
います。
 なお、同和問題・⼈権問題の解決に向けた施策についても、限られた財源のもと、局・区が連携して、より
効果的、効率的に努めてまいります。
2ô（9）
⼤阪市教育委員会が把握されている、⼩学校・中学校の不登校の児童・⽣徒の⼈数並びにその要因や
⽀援体制はどのようにされているのか明らかにされたい。

教育委員会事務局�指導部�教育活動⽀援担当
 本市における令和５年度の不登校児童⽣徒の数は、全国同様増加しており、⼩学校で�2,227⼈、中学校で
4,917⼈となっております。その要因については、いじめ、暴⼒⾏為、児童虐待等と関連し、児童⽣徒の⼼の問
題とともに、家庭、友⼈関係、地域、学校等、環境の問題が複合的に作⽤しているものと考えられます。
 本市における不登校児童・⽣徒への⽀援につきましては、学校へ登校するという結果のみを⽬標とするの
ではなく、児童・⽣徒が⾃らの進路を主体的に捉えて、社会的に⾃⽴することをめざし、不登校が⽣じないよ
うな取組や、早期発⾒に向けた取組を進めるとともに、多様な学習機会の確保など、⼀⼈ひとりの実態に応じ
た⽀援に取り組む必要があると認識をしております。
 今後も引き続き、不登校が⽣じないような魅⼒ある学校づくりや、専⾨機関との連携、ICT�の活⽤等、不登
校の未然防⽌、早期⽀援に努めるとともに、不登校児童⽣徒の社会的⾃⽴に向けた⽀援の充実に努めてま
いります。
２ô（10）
安定就労に向けた雇⽤対策及び就職差別防⽌のための取り組みを明らかにされたい。

市⺠局�ダイバーシティ推進室�雇⽤⼥性活躍推進課・⼈権啓発・相談センター
 本本市では、若年者、障がい者、ひとり親家庭の親など「就職に向けた⽀援が必要な⼈」に対する就業⽀
援を重要な柱として取り組みを進めています。
 市内４ヶ所の「しごと情報ひろば」では、キャリアコンサルタントによる職業相談・職業紹介を⾏うととも
に、⼀⼈ひとりの⽀援ニーズや可能性に応じた就業⽀援を各就業⽀援機関と連携しながら推進しているとこ
ろです。また、「しごと情報ひろば天下茶屋」・「しごと情報ひろば⻄淀川」・「しごと情報ひろば平野」において
は、ハローワークとの⼀体的運営を実施しており、ハローワーク職員の常駐により取り組みを進めています。
 今後とも、国及び⼤阪府の施策と連携を図りつつ、市⺠の就業を⽀援する取り組みを進めてまいります。
 また、本市では、⼤阪府内において毎年６⽉に取り組まれている「就職差別撤廃⽉間」に合わせて、関係⾏
政機関・⼤阪市企業⼈権推進協議会等関係団体と連携した取組みを⾏っており、区の広報紙や⼤阪市ホー
ムページへの啓発記事の掲載などの⼿法により就職差別撤廃の啓発を⾏っています。
 さらに、市内企業における⼈権啓発や⼈権研修を側⾯から⽀援・推進しており、その中で、企業において⼈
権問題が正しく理解され、応募者本⼈の適性と能⼒に基づく公正な採⽤選考システムの確⽴が図られるよ
う、「公正採⽤選考⼈権啓発推進員」制度の周知に努めています。
 今後とも、⼤阪労働局・⼤阪府と連携しながら、就職差別撤廃に向けた啓発を継続的に進めてまいります。
2ô（11）
新型コロナウイルス禍からの脱却に伴い、中⼩零細企業の業績は以前の⽔準まで回復できず借り換えや資
⾦調達に柔軟な対応が必要だと思われますが、現状はどのようになっているのか、また、対策があれば明
らかにされたい。

経済戦略局�産業振興部�企業⽀援課（資⾦⽀援担当）
 コロナ禍脱却後の資⾦需要への対応につきましては、国によりコロナ禍における⺠間ゼロゼロ融資等から
の借換えや、事業再構築等の前向き投資に必要な新たな資⾦需要にも対応する借換え保証制度が創設さ
れ、この制度に基づく融資が令和６年６⽉末まで実施されていました。本市では、この制度に対応するため、
中⼩企業者が制度を活⽤する際に必要となるセーフティネット保証の認定を迅速に⾏えるよう、コロナ禍で
の⼈員体制を維持して取り組んでまいりました。
 これらの状況の下、現在では本市への問い合わせ件数も減少しており、借換え等の資⾦需要は⼀定落ち
着いている状況にあると考えております。
 ⼀⽅で、この制度による融資の据え置き期間は５年以内であったことから、今後、資⾦需要が増加する可
能性があり、情勢を注視していく必要があると考えております。
 また、本市の対策につきましては、市内中⼩企業者の資⾦調達の円滑化を図るとともに、その振興、発展を
⽀援するため、中⼩企業者が必要とする事業資⾦を⼤阪信⽤保証協会の保証を付けて融資する制度融資を
実施しています。
 具体的には、経営環境の変化等により売り上げが減少している市内の⼩規模企業者を対象とした「経営
⽀援特別融資」や、設備投資を⾏うことで経営基盤の強化を図ろうとする市内中⼩企業者を対象とした「設
備投資応援融資」を実施しており、貸出⾦利を低く抑えることで利⽤者の負担軽減を図っております。
 今後とも、市内中⼩企業の実情やニーズを把握し、関係機関等との連携のもと中⼩企業者の資⾦調達の
円滑化に努めてまいります。
2ô（12）
令和３年６⽉１５⽇よりストーカー規制法が⼀部改正されたが、⼤阪市⽴男⼥共同参画センター（クレオ
⼤阪中央）⼥性のための相談室への⼤阪市が把握されてる昨年度の相談件数・相談に対しての対応を
明らかにされたい。

市⺠局�ダイバーシティ推進室�男⼥共同参画課
 ⼤阪市⽴男⼥共同参画センター（クレオ⼤阪中央）の⼥性総合相談センターにおける昨年度の相談件数は�
12,476�件でした。相談の内容はこころに関する相談が⼀番多く、次いで⼈間関係、親⼦関係、夫婦関係に関
する相談など多岐にわたっております。相談に対しての対応は、お気持ちに寄り添った傾聴・助⾔を⾏うとと
もに、必要に応じて専⾨機関の情報を提供するなど、適切な⽀援につながるよう取り組んでいます。
 引き続き、相談者のおかれた状況に⼗分配慮した相談対応に取り組んでまいります。
2ô（13）
⾼齢者が確実に増加する中、⼀⼈暮らしや⾼齢者の孤独や孤⽴防⽌のためにも�世代間交流のできるコ
ミュニティづくりが必要であると思われる。�独居⾼齢者が地域のつながりに拒否感を持って孤⽴しないよう
に、地域に限定されない広域ネットワークにより、多様で選択可能な⾒守りシステムを構築し対処されたい。
また、介護ヘルパーの不⾜により、訪問介護事業所の閉鎖という話も聞かれるが⼤阪市としてどのよう
に対応されているのか明らかにされたい。

福祉局�⾼齢者施策部�⾼齢福祉課（いきがいグループ）・⽣活福祉部�地域福祉課
⾼齢者施策部�介護保険課（指定・指導グループ）（管理グループ）

 本市では、⾼齢者に対して、健康の増進、教養の向上及びレクリエーションのための便宜を総合的に供与
するとともに、⾼齢者の地域福祉活動を⽀援することを⽬的として、各区に�1�施設（北区と中央区には各２施
設）⽼⼈福祉センターを設置しています。
 ⽼⼈福祉センターでは、⾼齢者のニーズをもとに、世代間交流にも取り組んでいるところです。
 「地域における要援護者の⾒守りネットワーク強化事業」では、各区社会福祉協議会に福祉専⾨職のワー
カーを配置した「⾒守り相談室」を設置し、要援護者を地域の⾒守り等につなぐとともに、⾃ら⽀援を求める
状態にない要援護者に対してねばり強くアウトリーチを⾏い、関係部署、関係機関と連携し、必要な⽀援につ

なぐなどの取り組みを⾏っています。
 また、ライフライン事業者等と、地域⾒守りの取組みにかかる連携協定を締結し、⽇常業務の中で異変を
察知した場合等は、区役所等への連絡をお願いしています。連絡を受けた区役所では関係機関と連携の上、
安否確認を⾏うことで、孤⽴死の未然防⽌に取り組んでいます。
 介護⼈材の職場定着の必要性、介護福祉⼠に期待される役割の増⼤、介護サービス事業者等による昇給
や評価を含む賃⾦制度の整備・運⽤状況などを踏まえて、事業者による、昇給と結びついた形での賃⾦向上
の仕組みの構築を促すため、これまでの介護報酬改定において「介護職員処遇改善加算」「介護職員等特定
処遇改善加算」「介護職員等ベースアップ等⽀援加算」が創設され介護職員の賃⾦改善が図られてまいりま
した。
 さらに、令和６（2024）年度の報酬改定においては、事業者の負担軽減につながるよう、従来の加算から
「介護職員等処遇改善加算」への⼀本化が⾏われ、加算率も�2.5％引き上げられたところです。
 本市では、「介護職員等処遇改善加算」等の⼿続きについて、ホームページでの周知はもちろんのこと、各
事業所へメールやＦＡＸでの周知を複数回⾏うなど、事業者の皆様に処遇改善加算を取得していただけるよ
う、より丁寧な案内に努めています。
 また、おおさか介護サービス相談センターにおいて、⼤阪市内の介護サービス事業者の皆さんが、介護現
場における利⽤者やその家族からの職員への度重なる暴⾔、⾝体的暴⼒、セクシャルハラスメント、著しく不
当な要求や迷惑⾏為、近年増加しているカスタマーハラスメントなどでお困りの際に、法律分野の専⾨相談
員である弁護⼠に直接相談していただける窓⼝を設置し、介護職員が安⼼して働くことができるよう⽀援す
ることで、介護⼈材の離職防⽌に努めております。
 介護保険は、全国統⼀の制度であり、介護労働者の処遇改善については、国による適切な介護報酬の設
定等により対応するべきものであることから、本市として指定都市共同提案などの機会を通じ、国に対し引き
続き要望を⾏ってまいります。
2ô（14）
旧同和地区内の市営住宅の耐震化・⽼朽化による建て替えの考え⽅について明らかにされたい。また、
低所得者だけの地域というイメージを払拭するためにも、このような機会を契機に、混在化を図るため
にも⺠間事業等の⼒を活⽤するなど⼯夫を⾏い、福祉施設の導⼊や⼀部中堅所得者向けの特定賃貸住
宅などが混在した、誰もが住みたくなるまちづくりの活性化に取り組んでいただきたい。

都市整備局�住宅部�建設課
 市営住宅については、⽼朽化が進み、建替えや改善等による更新が必要なストックが存在し、また、⾼齢化
の進⾏によるコミュニティの沈滞化なども重要な課題となっており、令和３（2021）年３⽉に「⼤阪市営住宅ス
トック総合活⽤計画」を策定したところです。
 計画では、建替えを基本に、耐震改修や全⾯的改善などの⼿法を活⽤し、市営住宅ストックの計画的な更
新を進めるとともに、予防保全の観点から計画的な改修を実施することとしていま�す。
 さらに、建替余剰地を活⽤して良質な⺠間住宅や⽣活利便施設、福祉施設等の導⼊を図り、周辺地域と
⼀体となったまちづくりを進め、コミュニティの再⽣と地域のまちづくりへの貢献を図りながら、今後とも多く
の市⺠の⽅々に⽀持される「市⺠住宅」の実現に向けた取組みを引き続き進めてまいります。
2ô（15）
校区に旧同和地区を有する学校の児童・⽣徒の学⼒向上の⽅策及び進路の状況を明らかにされたい。

教育委員会�総合教育センター�教育振興担当／教育委員会事務局�指導部�初等･中学校教育担当
 今年度の「全国学⼒・学習状況調査」の結果、本市の平均正答率の対全国⽐について、前回調査と⽐較す
ると、⼩学校では国語・算数ともにやや下降した⼀⽅、中学校では数学においてやや向上しています。経年的
に分析すると、全体的には改善傾向にあります。「⼤阪市教育振興基本�計画」において、基本的な⽅向として
「誰⼀⼈取り残さない学⼒の向上」を掲げ、「学⼒向上⽀援チーム事業」を実施するなど、児童⽣徒の個に応
じたきめ細かで継続した指導・⽀援を通じて、⼤阪市全体の学⼒向上につなげていきます。
 また、本市の進路状況につきましては、⾼等学校等への進学率はここ数年⾼い値で安定しておりますが、
進学後の中退者等の問題は依然として課題があります。
 これらの課題を克服するため、⽣徒が⾃らの⽣き⽅を考え、主体的に進路を選択することができるよう、
キャリア教育の充実を図るなど、計画的・継続的な進路指導の充実に努めてまいります。
2ô（16）
「ヤングケアラー」への⽀援はどうされているのか明らかにされたい。
「ヤングケアラー」の問題について、早期発⾒・⽀援が重要だと思われるが、⼦どもたちにヤングケアラー
であるという⾃覚がない場合や他⼈に知られることに拒否感がある場合など⽣徒の変化や状況は、�学校に
於いて教師が察知できると思われるが相談体制は構築されているのか、この⼀年で⼤阪市が把握された
件数・�教育と福祉の連携はされているのか並びに取り巻く現状と課題を明らかにされたい。

こども⻘少年局�企画部�企画課・中央こども相談センター�教育相談担当
こども⻘少年局�企画部�企画課�こどもの貧困対策推進グループ

 「ヤングケアラー」の問題につきましては、区役所、�福祉局、�健康局、�こども⻘少年局、�教育委員会事務局
が連携して横断的に対処する必要があるため、副市⻑をリーダーとするプロジェクトチームを設置し、�今後の
施策のあり⽅・対策の⽅向性を検討しています。
 児童⽣徒が抱える問題の早期発⾒・早期解決を図るため、�市⽴⼩中学校においてスクールカウンセラー
の配置を進めてきました。�ヤングケアラーをはじめとする家庭での悩みについても⾝近な学校で相談できる
ように、�令和4年度にはスクールカウンセラーの配置を拡⼤し、�市⽴⼩中学校全校へのスクールカウンセ
ラーを配置し、�令和6年度にも配置を拡充したところです。
 また、区⻑のマネジメントのもと、課題を抱えるこどもや世帯を学校において発⾒し、�区役所と連携して教
育的⽀援や保健福祉の⽀援制度、地域資源等の⽀援につなぐ�「⼤阪市こどもサポートネット」を構築し、�教
育と福祉の連携を図っております。
2ô（17）
児童虐待による悲惨な事件が続いていることから、「児童虐待防⽌法」と「児童福祉法」が令和元年６
⽉改正され、令和２年４⽉から親の体罰の禁⽌と「児童相談所」の機能が強化されたが、出頭や⽴ち⼊
り調査を拒否する場合には、積極的に裁判所より臨検・捜索の許可状をとり、⼀時保護で児童の尊い命
を守るよう取り組まれたい。また、令和５年度の児童虐待相談件数と現状の課題及び対策について明ら
かにされたい。また、⼤阪府や⼤阪府警との連携についても明らかにされたい。

こども⻘少年局�中央こども相談センター・⼦育て⽀援部管理課�児童⽀援対策
 ⼤阪市における児童虐待にかかる相談・通告の件数は依然として⾼い数値で推移しており、令和�5�年
（2023�年）度の、⼤阪市こども相談センター全体の児童虐待相談件数は前年度⽐�26�件減の�6,293�件でし
た。件数が⾼⽌まりしているのは、虐待防⽌への意識が広がり近隣住⺠等からの通告が増えていることに加
えて、警察からの⾯前�DV�による⼼理的虐待の通告が⾼い数値で推移していることが⼤きな要因であると
考えております。虐待が潜在化・重症化してしまうことがないよう、関係機関と連携を取って個々の事案に対
して丁寧な対応に努めているところです。
 児童虐待対策については、これまでもこども相談センターと各区保健福祉センター、地域の関係機関等の
連携により、発⽣予防、早期発⾒・早期対応に取り組んでいるところでありますが、要保護児童をとりまく状況
は、複雑・多様化しており、様々なケースへの対応にあたり、相談体制を充実し、相談の過程において児童虐
待を予防し、個々の状況に応じた適切な⽀援につなげていくことが重要と考えております。
 こども相談センターでは「⼤阪市児童虐待ホットライン」を設置し、24�時間�365�⽇児童虐待�相談に対応
し、虐待の早期発⾒・早期対応とその後の⽀援に繋がる体制を整えています。加えて、施設等から家庭引取
りとなる児童の家庭復帰⽀援体制を整備し、虐待の再発防⽌に努めているところです。
 また、各区においては、区要保護児童対策地域協議会を核として、地域のネットワークの⼀層の活性化を
図るよう取り組むとともに、こどもに関わる機関が連携し、情報交換や課題解決に向けた総合的な調整を⾏
いながら、虐待防⽌・早期発⾒・早期対応をはじめとする児童虐待事例に適切に対応できるよう⽀援体制の
強化をすすめています。さらに、⽀援が必要な家庭を確実に把握するため、妊婦、⼦育て中の保護者に対す
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る相談窓⼝の周知を⾏うとともに、地域住⺠やこどもに関わる関係機関など、広く市⺠に対して、児童虐待防
⽌に向けた啓発活動にも取り組んでいるところです。
 ⼤阪府警とは平成�29�年（2017�年）2�⽉に情報共有に関する協定書を締結し、児童虐待防⽌に向けて情報
共有を⾏っており、令和�3�年（2021�年）度からは市内�3�か所のこども相談センターが受理した児童虐待事
案にかかる通告情報の全件共有を⾏い、児童相談所と警察とのダブルチェックによる「児童虐待の⾒逃し防
⽌」と警察情報を活⽤した「⽀援の充実」につとめています。また、⼤阪府とは、令和元年（2019�年）度より⼤
阪府知事を座⻑とした「⼤阪児童虐待防⽌推進会議」に市⻑が副座⻑として参画し、児童虐待防⽌対策の
強化に取り組んでいます。
2ô（18）
最近では、SNS・インターネット・掲⺬板等の差別書き込みや悪質な投稿が増加傾向にあり、精神的に
追い詰められる⼈が増えているので、早急な対応が必要である。
匿名であっても名誉棄損罪や侮辱罪といった犯罪に問われる場合もあるという事から、インターネットリ
テラシーについて、市⺠や教育現場に周知されるよう対策を講じられたい。また、削除依頼をする場合は、
⾔論の⾃由に配慮して慎重に⾏われたい。

市⺠局�⼈権啓発・相談センター
教育委員会事務局�指導部�教育活動⽀援担当・教育委員会�総合教育センター�教育振興担当

 インターネット上で増加している差別的な書き込みについては、差別を助⻑・誘発し、多くの⼈の⼼を傷つけ
るものであり断じて許されないことであると認識しています。
 本市では、インターネット上での誹謗中傷などによる⼈権侵害が社会的な問題となっている状況を踏まえ、
専⾨相談員によるアドバイスに加え、弁護⼠による相談ができるよう、令和５（2023）年６⽉から⽀援を強化し
てきたところです。
 また、インターネット上の差別事象については、⼤阪府等と連携し、プロバイダ等に対する削除要請を⼤阪
法務局に依頼するほか、状況を踏まえプロバイダに対して本市から直接、削除要請を依頼しています。
 しかしながら、削除するか否かはプロバイダ等の任意に委ねられているなど地⽅⾃治体による対応には限
界があり、国における対応が必要であると考えています。
 本市におきましては、引き続き、⼤阪府や府内市町村とともに、国に対して差別⾏為を防⽌するための法的
措置を含む実効性のある対策を求めてまいります。
 また、インターネットにおける⼈権侵害やインターネットリテラシー等について本市ホームページに掲載する
ほか、⼈権だより及び⼈権啓発推進員・企業啓発⽀援事業などでも取り上げ、広く市⺠への周知・啓発を⾏っ
てまいります。
 さらに、インターネット上に掲載されている差別的な投稿などのモニタリングについて、表現の⾃由に配慮
しつつ、他の⾃治体の⼿法も参考として早期に実施できるよう検討を進めているところです。
 今後とも、インターネット上の差別事象への対処については、表現の⾃由等を侵害することのないよう⼗分
に留意してまいります。
 教育委員会といたしましては、児童⽣徒からの悩みや相談を広く受け⽌めることができる相談体制の充実
に努めております。
 校内においては、令和３（2021）年度より、１⼈１台学習者⽤端末を活⽤した「相談申告機能」を導⼊いたし
ました。さらに、校外においては、⼤阪市⽴の学校に通う児童⽣徒を対象に「LINE」による相談窓⼝を設置
し、週１回の定期開設⽇に加えて、⻑期休業⽇明け前後１週間についても対応しております。
 近年、スマートフォンや携帯電話等（以下、「スマホ等」とする）が⼦どもたちの⾝近な持ち物となっており、
迅速な情報収集や情報共有が可能である反⾯、使⽤時間の増加による健康・⽣活習慣・学習への影響に加
え、ネットいじめ、犯罪被害の危険性等があることから、スマホ等の使⽤に際して、節度を持って適切に扱え
るよう、⼦どもたちに正しい知識を⾝に付けさせる必要があると認識しております。
 このような状況を踏まえ、令和２（2020）年度より、⼦どもたちが主体となり、スマホ等の適切な使い⽅を考
える「⼤阪市スマホサミット」を実施しております。本サミットでは、各教育ブロックの中学校代表⽣徒による
⾃校取組の発表とともに、「スマホとのかしこいつきあい⽅」について議論を深めることにより、⼦どもたち⾃
⾝による「安全・安⼼な教育環境の実現」をめざしております。あわせて、本サミットの取組を各校に周知し、
各校でのスマホルール策定や、家庭と連携しながらルールを活⽤する取組が推進するよう努めております。
 情報活⽤能⼒（インターネットリテラシーを含む）の育成については、新任教員や各校に１名位置付けてい
るＩＣＴ教育担当教員を対象に研修を⾏っており、⼦どもたちの発達段階を考慮するとともに、各教科等の
特質を⽣かし、教科横断的に取り組む必要があることから、各校の実情に応じた取組が進められるよう、令
和５（2023）年度末には、令和３年度末に周知した�「情報モラル教育事例集」ならびに「情報モラル教育年間
指導計画（案）」を拡充し、市内⼩中学校に周知しました。令和６（2024）年度も昨年度に引き続き、各校にお
いて「情報モラル教育年間指導計画」を策定し、計画的に実践しているところです。
 ⾔論の⾃由を尊重しつつ、不適切なコンテンツ等の削除依頼を⾏う際には、専⾨家のアドバイスを求める
等、慎重に対応してまいります。
 今後も、インターネットを利⽤する際に守るべきルールやマナーをはじめ、正しく安全にインターネットを利
⽤できるよう、児童⽣徒の発達段階に応じた指導の充実に努めてまいります。
2ô（19）
ILO111�号条約を批准し、また、職場でのパワーハラスメントやセクシャルハラスメントを禁⽌する�ILO�
第�190�号条約も批准し、国内法を強化され、各種施策を拡充されるよう、国への働き掛けを実施され
たい。

市⺠局�ダイバーシティ推進室�⼈権企画課
 国に対しては、雇⽤に際しての⼈権侵害事象の発⽣を防⽌するため�ILO�第�111�号条約の批准に向けた国
内法の改廃を含む検討を進めるよう、⼤阪府や⼤阪府市⻑会等と連携し、厚⽣労働省に対し、「雇⽤に際し
ての⼈権侵害事象の発⽣を防⽌するため�ILO�第�111�号条約の早期批准に向けた国内法の改廃を含む検
討を進めるとともに、批准を妨げている課題を解消するため、国内で法整備が⾏われていない「募集採⽤段
階における⼈種・⽪膚の⾊・宗教・⺠族的出⾝または社会的出⾝に基づいて⾏われる差別を禁⽌する労働関
係法」の早期制定・整備など必要な措置を講じてください」と要望しています。また、ILO�第�190�号条約につ
いては、今後の国の動向を注視してまいります。
2ô（20）
「いじめ防⽌対策推進法」が平成２５年施⾏され１０年が経過したが、本年も悲惨で痛ましい出来事が発
⽣している。平成２９年３⽉「いじめ防⽌基本⽅針」も改訂され、新たに「いじめの重⼤事態の調査に関
するガイドライン」も策定されたことから、法の規定を踏まえ学校での基本⽅針の策定、組織の設置、
重⼤事態の対処等指導されているか報告されたい。また、重⼤ないじめ事件が発⽣している現状を鑑み
て、スクールカウンセラー・スクールロイヤーやスクールソーシャルワーカーの�拡充を図り、重⼤事態
の回避を図っていただきたい。
学校での基本⽅針の策定、組織の設置、重⼤事態への対処等に⼀層⼒を⼊れ、学校への徹底した指導
をされたい。
教育委員会事務局�指導部�教育活動⽀援担当／こども⻘少年局�中央こども相談センター�教育相談担当

 本市においては、「いじめ防⽌対策推進法」第�12�条に基づき、いじめ防⽌等のための対策を総合的かつ
効果的に推進するために「⼤阪市いじめ対策基本⽅針∼⼦どもの尊厳を守るために∼」を策定しておりま
す。さらに、令和３（2021）年４⽉には、いじめによる重⼤事態に関し、専⾨性を持った第三者による速やかな
調査を可能とするため、第三者委員会を常設の機関として設置することとし、「⼤阪市いじめ対策基本⽅針
∼⼦どもの尊厳を守るために∼」の⼀部を改正いたしました。
 各校においては「学校いじめ防⽌基本⽅針」を策定し、いじめの早期発⾒、及びいじめへの対応について、
基本的な考え⽅や具体的な対応等を進める体制について定めております。さらに、令和２（2020）年度より、
「⼤阪市いじめ対策基本⽅針」についての�e�ラーニング研修を全教職員に実施し、全教職員のいじめ対応に
係る理解をより⼀層深めるとともに、「学校いじめ防⽌基本⽅針」の確認及び⾒直しを各校に指⺬しておりま
す。今後もいじめ対応について、全教職員が「いじめを受けた⼦どもの救済と尊厳」を最優先した対策を進め
るよう、引き続き各校への指導を徹底してまいります。
 また、平成�29（2017）年度より、５⽉の⼤型連休明けの最初の⽉曜⽇を「いじめについて考える⽇」と設定
し、児童⽣徒及び教職員がいじめについて考える機会とし、いじめ未然防⽌の取組を各校の実情に応じて進
めております。
 スクールロイヤーの活⽤については、令和元（2019）年度より、これまで培ってきた専⾨家と連携した学校へ
の⽀援についてのノウハウを最⼤限に⽣かした学校⽀援制度を構築しておりま�す。本制度は、各教育ブロッ
クの担当弁護⼠を定め、臨床⼼理⼠等の他職種の専⾨家をペアで学校に派遣することで、多⾯的に学校の
課題に対応しております。
 スクールソーシャルワーカーにつきましては、令和２（2020）年度より、「こどもの貧困対策関連事業」のこど
もサポートネットスクールソーシャルワーカーとして�32�名を、24�⾏政区すべてに学校数に応じて１∼２名を
配置し、さらに令和５（2023）年度より、スクールソーシャルワーカーの⼈数を�33�名増員し、区役所に配置し
ております。
 学校におけるいじめ対策のための組織にスクールソーシャルワーカーが⼊り、福祉的な視点を取り⼊れな
がら、アセスメントから指導・⽀援のプランニング、実⾏へとつなげ、いじめの未然防⽌、早期発⾒・早期対応
に引き続き努めてまいります。
 スクールカウンセラーにつきましては、いじめや不登校など児童⽣徒が抱える問題の早期発⾒・早期対応

を図るために配置を進めてきており、令和４年度には、市⽴⼩中学校全校にスクールカウンセラーを配置し、
令和５年度、令和６年度にも配置を拡充しています。
 また、各学校において重⼤事態が発⽣した際には、教育委員会からの要請に応じて速やかにスクールカウ
ンセラーを当該校に派遣し、児童⽣徒にとって適切な相談・⽀援を⾏っています。
引き続き、関係諸機関と連携・協⼒体制の充実に努めながら、児童⽣徒の⼼のケアに努めているところです。

2ô（21）
⽇本学⽣⽀援機構の奨学⾦制度は、貧困の連鎖を断ち切るための制度であるが、滞納者が増加している
ことから、第⼆種奨学⾦の「所得連動返還型」の導⼊をはじめ、奨学⾦制度の成績条項を撤廃し無利⼦
枠を増やすとともに「給付型奨学⾦」の拡充を要望していく。
令和６年度秋から実施される卒業後の収⼊に応じて返済する「出世払い型奨学⾦制度」が導⼊される。
現在学⽣奨学⾦制度を利⽤している全学⽣を対象にして頂きたい。
⼤阪市におかれましても、若者が経済的事情により将来を諦めることなく⾃⼰実現を図れるよう、奨学⾦
制度の⼀層の充実について、国に働きかけられたい。

教育委員会事務局�学校運営⽀援センター�事務管理担当
⽇本学⽣⽀援機構の⼤学⽣等に対する奨学⾦事業につきましては、対象者の拡⼤、給付の増額等、⼀層

の事業の充実を図るよう、引き続き指定都市教育委員会協議会を通じ、国に対して要望してまいります。
2ô（22）
障がい者の雇⽤に関しては、教育委員会は法定雇⽤率が�2.7％なっているが、⼤阪市教育委員会の実態
及び今後の対策について明らかにされたい。

教育委員会事務局�総務部�総務課・教務部�教職員⼈事担当
⼤阪市教育委員会においては、令和５年度の法定雇⽤率は�2.5%のところ、2.06%と下回っている状況です。

現在の雇⽤計画については、⼤阪市ホームページに掲載している「障がい者活躍推進計画」において取組内
容などを記載しており、引き続き雇⽤率の達成に向けた体制や環境の整備に取り組んでまいります。
2ô（23）
⼤阪市における「⼦ども・⼦育て⽀援新制度」の取り組み状況、進捗状況を明らかにされたい。

こども⻘少年局�幼保施策部�幼保企画課
保育施設等における処遇改善については、国の公定価格において、趣旨や対象者に応じた３種類の加算

が設けられています。
 保育⼠等の処遇改善は全国的な課題であるとともに、継続的に実施する必要があるため、国において推進
されるべきものと考えております。処遇改善等加算のさらなる改善について、他都市と連携を図り、国に対し
て要望しているところです。
＜参考＞
処遇改善等加算Ⅰ：全ての職員を対象に、平均経験年数・キャリアパスの構築等に応じ加算率（最⼤�

19％）を設定し処遇改善を実施
処遇改善等加算Ⅱ：中堅職員や専⾨リーダーを対象に、技能・経験に応じて⽉額４万円⼜は⽉額５千円

の処遇改善を実施
処遇改善等加算Ⅲ：全ての職員を対象に、賃上げ効果が継続される取組を⾏うことを前提に、⽉額９千

円の処遇改善を実施
〔補⾜〕 本回答は、団体へ確認した本項⽬の主旨となっている、幼稚園や保育所、認定こども園などの処遇
改善の状況に対する内容としている。
2ô（24）
学校における性的マイノリティについて、平成２８年４⽉に「性同⼀性障害や性的指向・性⾃認に係る、
児童⽣徒に対するきめ細かな対応の実施等について」（教職員向け）が通知されていますが、その趣旨
を踏まえ、⽀援体制や相談体制が充実するよう、⼤阪市として学校に働きかけられたい。
また、改訂される学校教員⽤の⼿引書「⽣徒指導提要」に記載する�LGBT�など性的少数者の児童⽣徒
への対応についても注意を払われたい。

教育委員会事務局�指導部�教育活動⽀援担当
教育委員会では、⽂部科学省のリーフレット「性同⼀性障害や性的指向・性⾃認に係る、児童⽣徒に対する

きめ細かな対応の実施等について」（教職員向け）や「『性はグラデーション』⼤阪市淀川区・阿倍野区・都島区
３区合同ハンドブック」などを全校に配布するとともに、性の多様性に関する教職員研修を実施しておりま
す。これを踏まえ各学校においては、当事者である児童⽣徒の気持ちに寄り添いながら丁寧な対応に努めて
いるところです。
 これまで、全市⽴⼩・中学校及び義務教育学校に対して、各種調査結果を踏まえ、LGBT�等、性の多様性
に関して配慮の必要な児童⽣徒が学級に必ず在籍しているという認識の下に、各学校の実情に応じた取組
を進めるよう指⺬してまいりました。
 また、令和２年10⽉には、教職員向けに⼈権教育の年間指導計画例・実践例「学⼒の基礎としての⼈権教育
個別的課題の実践デザイン∼LGBT∼」を作成しました。多様な性や相談体制・環境づくりについての解説
と、児童⽣徒の実態に応じた実践事例を掲載し、すべての学校園で⼯夫しながら、具体的に授業を進められ
るよう⺬しております。
 今後も、教職員が性についての悩みや不安を抱える児童⽣徒のよき理解者となるために、性の多様性につ
いて正しい知識と理解を深められるよう、研修を実施してまいります。また、各校における相談体制の充実を
図るため、管理職・担任・養護教諭、学校医、スクールカウンセラー等が組織的に⽀援にあたるとともに、個別
の相談があった場合には、個々の児童⽣徒や保護者の気持ちを丁寧に聞き取り、柔軟な対応を⾏うよう、は
たらきかけてまいります。
2ô（25）
学校教育の中で、「道徳」が特別の教科として位置付けられたことは、⼈権尊重ということを理解する機
会づくりであると考える。⼩中学校で道徳⼼が培われ、いじめが悪いことと⾃覚するよう努⼒されたい。
「同和問題」についての授業がなされているのか、⼩学校低学年から中学校まで、同和問題教育・⼈権
教育は必須科⽬として頂きたい、⼤阪市としての考えを明らかにされたい。

教育委員会事務局�指導部�初等･中学校教育担当・教育活動⽀援担当
本市では、学校の教育活動全体を通じて⾏う道徳教育の要として「特別の教科�道徳」が、平成�30�年度よ

り⼩学校で、令和元年度より中学校で実施されております。
 道徳教育は、教育基本法及び学校教育法に定められた教育の根本精神に基づき、⾃⼰の⽣き⽅を考え、主
体的な判断の下に⾏動し、⾃⽴した⼈間として他者と共によりよく⽣きるための基盤となる道徳性を養うこと
が⽬標であると認識しています。
 学習指導要領の改訂では、いじめ問題への対応の充実や、発達段階をより⼀層踏まえた体系的なものとす
る観点から内容の改善が⾏われ、⼩学校においては、第１・２学年に「個性の伸⻑」、「公正、公平、社会正
義」、「国際理解、国際親善」の、第３・４学年に「相互理解・寛容」、「公平、公正、社会正義」、「国際理解、国際
親善」の、第５・６学年に「よりよく⽣きる喜び」の内容項⽬が追加されました。それを踏まえ、⼦どもが命の尊
さを知り、⾃⼰肯定感を⾼め、他者への理解や思いやり、規範意識、⾃主性や責任感などの⼈間性・社会性を
育むことを基本としながら、就学前教育では、規範意識を育成することに重点を置き、⼩学校以降では、「特
別の教科�道徳」を要として、教育活動全体を通じて⾏う道徳教育を充実させるよう学校の⽀援に努めてまい
ります。
 道徳的諸価値として⺬されている内容項⽬には、多様なものの⾒⽅、差別や偏⾒のない社会の実現、国際
理解、⽣命の尊重などが掲げられており、⽂部科学省「⼈権教育の指導⽅法等の在り⽅について［第３次とり
まとめ］」に⺬されている内容と多くの共通点があり、道徳教育と同じく、⼈権教育も教育活動全体を通じて
⾏うものであることから、道徳科の指導にあたっても⼈権尊重の精神を基盤として⾏うべきものと認識してお
ります。
 いじめを⼈権侵害ととらえ、児童⽣徒が相互に⼈権を尊重する態度を⾝に付けられるよう、今後も総合的・
体系的な⼈権教育の推進に努めてまいります。
 昨年度、⼩中学校等において、⼈権課題として同和問題に取り組んでいる実績としましては、⼩学校で�
43%、中学校で�34.1%、⼩中全体で�40％となっております。
 ｢⼤阪市教育委員会『⼈権教育・啓発推進計画』実施計画｣を全ての教育活動の基盤となるべく⼀層充実し
たものにしていき、主体的・積極的に⼈権教育を推進するように指⺬しております。
 「部落差別解消推進法」の趣旨やインターネットによる⼈権侵害等、現状を取り巻く諸情勢を踏�まえ、すべ
ての学校園において、児童⽣徒の発達段階に応じた取組を進めていく必要があります。今後もより積極的な
取組の推進に努め、同和教育をはじめとする⼈権教育の深化・充実をめざしてまいります。
2ô（26）
地域のまちづくりやコミュニティの活性化等々については、区⻑マネジメントのもと、区役所を中⼼に取
り組まれると認識しているが、関係局と連携を図り、地域の課題や実情を把握し、取り組んでいただくよ
う求める。

市⺠局�区政⽀援室�地域⼒担当
貴団体のご指摘のとおり、各区は地域の実情をきめ細やかに把握し、各局と連携を図りながら、施策に反

映させていく必要があると認識しております。
 市⺠局区政⽀援室は、各区、各局の連携が円滑に進み、各区がよりよい施策を講じることができるように、
区⻑会議における区と局との議論を促していくなど、区⻑会議と密に連携を図りながら進めてまいります。


